
入 札 説 明 書 
  

令和４年４月15日 

公立大学法人新潟県立大学事務局 

 

本入札説明書は、令和４年５月26日執行予定の公立大学法人新潟県立大学３号館他解体工事に係る一般競争入札に

ついて記載したものである 

 

１ 入札に付する事項 

(1）工事名   

新潟県立大学３号館他解体工事 

(2）工事場所   

新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地 地内 

(3）工事概要 

  既存建築物及び工作物等の解体撤去工事 

３号館      ：鉄筋コンクリート造、  ３階建て、延べ面積1,807.99㎡ 

特別教室    ：鉄筋コンクリート造、  ２階建て、延べ面積 422.50㎡ 

階段教室    ：鉄骨鉄筋コンクリート造、平屋建て、延べ面積 336.40㎡ 

自転車小屋  ：鉄骨造、        平屋建て、延べ面積  29.70㎡ 

自転車小屋  ：鉄骨造、        平屋建て、延べ面積   41.62㎡ 

倉庫        ：木造、         平屋建て、延べ面積   45.35㎡ 

渡り廊下開口部閉塞 等 

(4) 工期 

  契約締結の日から令和５年１月31日まで 

 

２ 入札に関する必要事項を示す日時及び場所 

(1) 交付期間 

令和４年４月15日（金）から令和４年５月25日（水）まで（公立大学法人新潟県立大学職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する規程第４条第１項及び第９条各号に規定する日を除く。）の各日の午前９時30分から午後４時ま

で 

(2) 場所 

新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地 

新潟県立大学総務財務部企画広報課 

 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時  

令和４年５月26日（木） 午前10時 

(2) 場所 

新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地 

新潟県立大学 コモンズ３号館5401会議室 

   (3) 入札回数 

２回を限度とする。 

  (4) 最低制限価格 

    最低制限価格を設定するので、最低制限価格未満の入札金額を持って入札した者は、再度入札に参加できな

いものとする。 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなければな

らない。 

(1) 公立大学法人新潟県立大学契約事務取扱規程（以下「契約事務取扱規程」という。）第２条及び第３条の規定

に該当しない者であること。 



(2) 本件工事に係る入札参加資格確認申請書を提出した日から本件工事の開札日までの間において、新潟県知事か

ら指名停止措置を受けた（指名停止期間の一部が属する場合を含む。）者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、更生手続開始の決定後、新たに新潟県建設工事入札参加資格審査規程（昭和 58 年新潟県告示第

3296 号）の規定に基づく入札参加資格の審査（以下「入札参加資格審査」という。）を受けて入札参加資格者名

簿に登載された者及び入札参加資格の再認定を受けた者を除く。） 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申し立てがなされている者でないこ

と。（ただし、再生手続開始の決定後、新たに入札参加資格審査を受けて入札参加資格者名簿に登載された者及

び入札参加資格の再認定を受けた者を除く。） 

(5) 建設業法（昭和24年法律第100号。以下同じ。）第３条の規定による、解体工事業に関し特定建設業の許可を

受け、かつ、新潟県建設工事入札参加資格審査規程（昭和58年新潟県告示第3296号）に基づく入札参加資格の審

査を受け、解体工事に関し、令和４・５年度の入札参加資格者名簿に登載されていること。 

(6) 建設業法第27条の23第１項の規定による経営に関する客観的な事項の審査を受け、同法第27条の29の規定によ

る総合評定値の通知を受けていること。 

(7) 新潟県新潟地域振興局地域整備部の管内（うち、旧新潟市、旧白根市、旧豊栄市、旧亀田町及び旧横越町に限

る。）に主たる営業所を有すること。なお営業所とは、建設業法第３条第１項に規定する営業所であり、かつ令

和４・５年度の入札参加資格者名簿に登載されているものをいう。 

(8) 令和４・５年度の入札参加資格審査において、解体工事に係る総合評点が750点以上であること。 

(9) 次に掲げる基準を全て満たす主任技術者又は監理技術者を本件工事に専任で配置できること。ただし、建設業

法第 26 条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下「特例監理技術者」という。）の配置は認めな

い。なお、主任技術者又は監理技術者が現場代理人を兼務することを妨げない。 

  ① 次の資格を有する者であること。 

     解体工事業に係る主任技術者又は監理技術者 

    ア 一級土木施工管理技士 

    イ 一級建築施工管理技士 

    ウ 技術士（「建設部門」及び「総合技術監理部門（建設）」に限る。） 

  ② 監理技術者にあっては、解体工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（監理技術者講習

修了履歴）を有する者であること。 

  ③ 入札参加資格確認申請書の提出日以前に所属建設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。 

(10) 上記(9)に掲げる本工事に専任で配置する主任技術者又は監理技術者は、契約日以降において、他工事での

主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者の職務を補佐する者（建設業法第26条第３項ただし書の政令で

定める者）と重複しないこと。 

 

５ 本件入札に係る入札参加資格の確認 

(1) 本件入札に参加することを希望する者は、次に定めるところにより入札参加資格確認申請書等を提出し、公立

大学法人新潟県立大学理事長から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

ア 提出期限 令和４年５月２日（月） 午後５時15分 

イ 提出場所 新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地 

新潟県立大学総務財務部企画広報課 

ウ 提出方法 本人（法人にあっては代表権限を有する者。以下同じ｡）又は代理人の持参とする。 

エ 提出書類及びその部数 入札参加資格確認申請書及び配置予定技術者の資格等に関する事項（別紙１及び添

付資料）を各１部。 

(2) 本件入札に係る参加資格の確認結果については、入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ書面で通

知するので、入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通知書の交付を受

けること。 

ア 交付日時 令和４年５月９日（月） 午前10時から午後４時まで 

イ 交付場所 (1)ｲに掲げる場所 

 

６ 入札の方法 

(1) 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、委任

状を持参すること。 



(2) 開札は、原則として入札者又はその代理人を立ち会わせて行うものとする。 

(3) 開札をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、直ちに再入札

を行うものとする。ただし、無効入札を行った者は、再入札に参加することができない。 

 (4) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く。）及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札

参加者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

７ 落札者の決定方法 

入札に参加した者のうち、予定価格の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

 

８ 入札の無効 

次の各号の一に該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提出した者

がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 契約事務取扱規程第16条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入札 

 

９ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

免除する。 

(2) 契約保証金 

契約金額の100分の10に相当する金額以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む。）

とする。ただし、契約事務取扱規程第42条第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

 

10 落札者がいない場合の取扱い 

  本入札の結果、落札者がいない場合において、予定価格と入札者のうち最低の価格で入札した者の入札金額との

差が予定価格の10％を超えない場合は、契約事務取扱規程第33条第１項第５号の規定により、その者と随意契約の

交渉を行うことがある。 

 

11 契約の手続において使用する言語及び通貨 

契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く。）及び日本国通貨と

する。 

 

12 その他 

(1) 設計図書の配布 

  ア 日時 令和４年４月18日（月）から令和４年５月25日（水）まで（公立大学法人新潟県立大学職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する規程第４条第１項及び第９条各号に規定する日を除く。）の各日の午前９時30分か

ら午後４時まで 

イ 場所 新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地 

   ウ 方法   ＣＤ（ファイル形式ＰＤＦ）にて配布する。 

(2) 設計図書その他入札に関する質問及びその回答 

ア 質問 

    ①質問方法 

     質問事項を記載した書面を受付場所に持参又は電子メールにより送信する方法による。 

    ②受付日時 

      令和４年５月10日（火）から令和４年５月17日（火）まで（公立大学法人新潟県立大学職員の勤務時間、



休日、休暇等に関する規程第４条第１項及び第９条各号に規定する日を除く。）の各日の午前９時30分から午 

後４時まで 

    ③受付場所 

新潟県立大学総務財務部企画広報課 

電子メール kikaku@unii.ac.jp 

   イ 回答 

本件入札への参加資格を認められた者に対して、令和４年５月20日（金）午後５時までに、質問の内容及び

回答を電子メールにより送信する。 

(3) 入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、作成者の負担とする。 

イ 提出された入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(4) 契約の停止等 

本件入札に関し、苦情申立てがあったときは契約を停止し、又は解除することがある。 

(5) 問い合わせ先 

新潟県新潟市東区海老ケ瀬 471 番地 

新潟県立大学総務財務部企画広報課 担当：品田・熊谷 

電話番号 025－368－8224（直通） 

電子メール kikaku@unii.ac.jp 

(6) その他 

本入札及び委託契約の内容に関しては、契約事務取扱規程その他公立大学法人新潟県立大学理事長の定める規

程、日本国の関係法令の定めるところによる。 


